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技術試験衛星Ⅷ型「きく 8号」(ETS-Ⅷ) 

 

０．担当部署：文部科学省研究開発局 JAXA 

事業開始年度：平成 9年度 

 

１．事業目的 

「きく 8 号」は、大型衛星バス技術、大型展開アンテナ技術、移動体衛星通信システ

ム技術、移動体衛星デジタルマルチメディア同報通信システム技術及び高精度時刻基準

装置を用いた測位等に係わる基盤技術の開発並びにそれらの実験・実証を行うことを目

的としている。 

 

２．事業概要 

 多様なミッションに対応可能な世界最高水準となる静止軌道上 3トン級の大型静止

衛星バス、及び、地上端末の小型化を可能にする世界最大級・最先端の Sバンド周波数

対応大型展開アンテナ（19m×17m）を用いた静止衛星「きく 8号」を情報通信研究機構

（NICT）と共同で JAXA が開発。「きく 8号」により、携帯端末による移動体衛星通信シ

ステム技術、及び、画像や高品質な音声の伝送を可能とする移動体衛星デジタルマルチ

メディア同報通信システム技術の実証として、携帯電話サイズの端末で静止衛星と直接

通信し小型・携帯端末でコンパクトディスク（CD）並みの高品質な音声や画像の伝導を

可能とする移動体音声通信実験及び移動体高速パケット通信実験を実施した。また、静

止衛星搭載の高精度時刻基準装置による衛星測位システム基盤技術の実験を実施した。 

 

３．事業期間・総事業費（事業開始から事業終了（見込み）まで） 

年度 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18  

予算 2 59 90 127 74 54 47 37 34 73 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 合計 

予算 13 7 6 6 2 2 2 2 2 2 639 億円

 

４．どのような計画や目標をたててやっているのか？その計画や目標の達成度は？ 

「きく 8 号」の開発・運用方針とその達成状況を以下に示す。 

開発・運用方針 達成状況 

平成 18 年度に衛星を打ち

上げ、その後 3年間のミッ

ション運用を行う。 

平成 18 年 12 月に衛星を打ち上げ、3年間のミッション期

間中に、大型静止衛星バス技術、大型展開アンテナ技術の

実証、並びに、移動体通信システムの実証実験、衛星測位

システム基盤技術の実験を実施し、所期の目的を達成し

た。ミッション期間終了後も、NICT 及び利用実験実施協議

会が通信実験を継続しており、JAXA としてはこの状況を利

用して静止衛星バス技術の長期的評価を行っている。 

 



「きく 8 号」の目標とその達成状況を以下に示す。 

目標 達成状況 

3トン級静止衛星バスがシステ

ムとして正常に動作すること。 

イオンエンジンを除き左記目標を達成。イオンエンジン

は電源不具合により運用を停止。 

各機器の機能・性能が正常であ

り、3年間にわたり基本実験を

実施できること。（測位ミッシ

ョン、移動体衛星通信ミッショ

ン） 

・測位ミッション：左記目標を達成。搭載レーザ反射器

が国際標準に認定されるとともに、その成果を準天頂衛

星初号機の設計に反映。 

・移動体衛星通信ミッション：S帯給電部受信系の不具

合を受け、測位用アンテナを含む受信系で代替して、不

具合箇所を除き機能・性能の正常を確認。基本実験にお

いて、大電力照射によりアンテナ鏡面で発生する高調波

の影響評価を除く全実験項目を実施。基本実験成果を基

に、国土地理院をはじめとして、協定等を締結して実証

実験を実施。 

大型展開アンテナが正常に展

開すること。 

左記目標を達成。電気性能も正常であり、ビーム形状再

構成技術を実証。 

3年以上運用し、国内外の機関、

研究者の参加を得た利用実験

を実施できること。 

衛星は現在も運用中（4年以上）であり、欧州宇宙機関

（ESA）やJSAT、NTTドコモ、海洋研究開発機構など17機

関の利用実験を完了し、左記目標を達成。 

 

５．成果及び事業評価 

＜成果＞ 

・世界トップクラスのペイロード質量比 44%を達成し、ミッション搭載性を向上させ、

世界に比肩する大型衛星バス技術を開発、実証した。その成果は、国内外の商用衛

星７機に活用された。 

・軌道決定精度及び時刻決定精度について、目標の 100 m 以下、30 ns 以下を大幅に上

回る 6 m、5 ns を達成した。 

・常時可視である「きく 8号」と GPS 衛星を組み合わせた実験により、準天頂衛星の補

完機能の有効性を「みちびき」の打上げ前に事前実証した。 

・測位用アンテナと測位用受信機を用いて、携帯型端末による「きく 8号」との直接通

信を実現した。 

・平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災後に岩手県の大船渡市役所や大槌町中央

公民館への通信回線提供支援を実施し、地上回線が利用不可となる大災害発生時に

おける衛星通信の重要性を示した。 

＜事業評価＞ 

平成 21 年度独立行政法人評価において、「これまでの防災訓練等における実証実験の

成果から、端末および防災アプリケーションを改修し、自治体のみならず国土地理院や

防災科学技術研究所との共同実証により、災害情報通信技術の衛星利用を促進した。」

として、災害監視・通信プログラムとして A評価を受けた。 



 

６．関係省庁との協力体制 

衛星搭載ミッション機器の内、移動体通信・放送用の給電部、搭載交換機等を NICT

（一部 NTT）、それ以外のアンテナ等のミッション機器、バス機器及び衛星システムを

JAXA が担当して開発。JAXA、NICT 及び NTT がそれぞれ基本実験を実施し、総務省の公

募により選定された機関、企業が行う利用実験を JAXA 及び NICT が支援した。実験計画

の策定等については、総務省の諮問会議である衛星アプリケーション実験推進会議にお

いて実施されている。 

 

７．主な委託先とその分担 

 衛星システム：三菱電機 

 衛星搭載通信機器、地上システム：日本電気他 



超高速インターネット衛星「きずな」（WINDS） 

 

０．担当部署：文部科学省研究開発局 JAXA 

事業開始年度：平成 13 年度 

 

１．事業目的 

高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する重点計画（e-Japan 重点計画）におけ

る世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成のための研究開発推進の一環とし

て、固定超高速衛星通信技術の開発・実証及び固定超高速衛星通信ネットワーク機能の

検証を行う。 

 

２．事業概要 

 「きずな」は、アジア・太平洋地域のデジタル・ディバイド解消、衛星利用の高度化

等に必要なギガビット級のインターネット通信を可能とする技術の確立を目的に、情報

通信研究機構（NICT）と共同で JAXA が開発した。「きずな」は、高利得の Ka 帯 MBA（マ

ルチビームアンテナ）及びビーム方向を高速に走査出来る APAA（アクティブフェーズ

ドアレイアンテナ）を有しており、日本国内及びアジア主要都市だけでなく広範なアジ

ア太平洋地域との高速通信が可能である。これら「きずな」特有の通信機器を利用し、

国内・海外の関係機関と協力して教育、報道、医療や防災、移動体通信など各種多様な

分野における通信実験を実施し、衛星高速通信の有効性を検証・実証している。 

 

３．事業期間・総事業費（事業開始から事業終了（見込み）まで） 

年度 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 

予算 75 68 74 52 33 80 81 

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 合計 

予算 35 13 13 11 11 13 558 億円 

 

４．どのような計画や目標をたててやっているのか？その計画や目標の達成度は？ 

「きずな」の開発・運用方針とその達成状況を以下に示す。 

開発・運用方針 達成状況 

平成 19 年度に衛星を打

ち上げ、その後 5年間の

ミッション運用を行う。 

平成20年2月に衛星を打ち上げ、衛星の初期機能確認を完了

後、JAXA及びNICTの基本実験や総務省公募による利用実験

等のミッション運用を継続中である。その内、JAXAが実施

する基本実験に関しては3年で完了した。 

 

「きずな」の目標とその達成状況を以下に示す。 

目標 達成状況 

通信速度の高速化とし 「きずな」打上げ後の初期機能確認及びその後に実施した



て、小型アンテナによる

155Mbpsの高速通信がで

きること。 

各種通信実験により、小型アンテナ（45cm/1.0m/1.2m等）

によって最大155Mbpsの高速通信が可能であることを確認

した。 

通信カバレッジの広域

化として、アジア太平洋

地域の任意の地点との

超高速通信が実施でき

ること。 

「きずな」打上げ後の初期機能確認及びその後に実施した

センチネルアジア実験により、APAA を用いてモンゴル、フ

ィジー、スリランカ、ネパール、インドネシア、ベトナム、

キルギス、カザフスタンなどの広範にわたるアジア太平洋

地域の地点と通信できることを確認した。 

「きずな」通信ネットワ

ーク機能の有効性を実

証できること。 

平成 20 年度より開始した基本実験により、所期に計画した

防災・教育・医療・報道・基幹回線の各分野について「き

ずな」通信ネットワークの有効性を実証した。 

「きずな」を利用した実

用化への技術的な目途

が立つこと。 

可搬型地球局を東日本大震災被災地 3拠点に設営してのブ

ロードバンド環境提供や、センチネルアジアでの実災害緊

急運用（6回）、皆既日食生中継、筑波大の単位制授業、現

業病院での利用実証等の基本実験の成果を適用して、外部

機関等による利用実験が実施され、実利用への技術的目途

が立った。さらに、APAA 船舶動揺補償移動局に関して商船

他での実利用などに結びつくこととなった。 

 

５．成果及び事業評価 

＜成果＞ 

平成 20 年度より開始した基本実験により、教育、報道、医療、非常用通信、移動体

通信などの多様な分野において「きずな」の有効性を確認した。また、平成 23 年 3 月

11日に発生した東日本大震災後に岩手県災害対策本部への通信回線提供支援を実施し、

地上回線が利用不可となる大災害発生時における衛星通信の重要性を示した。当初計画

5 年間に対し 3年間で基本実験を完了し、平成 23 年度より民間からの新たな発想と主

体性を大きく取り込むことにより「きずな」利用の更なる促進を図るべく、平成 23 年

3 月に NICT と共同で、「きずな」の利用に関する意見を広く民間から募る RFI を実施。 

＜事業評価＞ 

平成 21 年度独立行政法人評価において、災害監視・通信プログラムとして A 評価（当

該年度に実施すべき中期計画の達成度が 100 パーセント以上）を受けた。 

また、総合科学技術会議（CSTP）による平成22年度概算要求における優先度判定で、

「本施策は、従来の通信衛星の概念を大きく変え、高速な通信能力と広範囲なサービス

エリアを提供するものであり、着実に実施すべきである」との判定を受けた。  

 

６、関係省庁との協力体制 

 衛星搭載ミッション機器の内、ベースバンド交換部を NICT、それ以外のアンテナ等

のミッション機器、バス機器及び衛星システムを JAXA が担当して開発。JAXA 及び NICT



がそれぞれ基本実験を実施し、総務省の公募により選定された機関、企業が行う利用実

験を JAXA 及び NICT が支援している。実験計画の策定等については、総務省の諮問会議

である衛星アプリケーション実験推進会議において実施されている。 

 

７、主な委託先とその分担 

・衛星システム：日本電気 

・衛星搭載通信機器：三菱電機、日本電気 

・地上システム：日本電気 

 




